
【様式第1号】
令和05年度

一般会計等貸借対照表
(令和06年03月31日現在)

(単位:円)
科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】
　固定資産 7,356,675,485　固定負債 13,278,599,390
　　有形固定資産 6,191,979,922　　地方債 3,110,990,000
　　　事業用資産 6,141,772,624　　長期未払金 1,164,695,563
　　　　土地 1,364,947,765　　退職手当引当金 182,870,568
　　　　立木竹 -　　退職手当支給準備金 8,814,605,494
　　　　建物 3,993,464,882　　損失補償等引当金 -
　　　　建物減価償却累計額 △2,094,072,849　　その他 5,437,765
　　　　工作物 4,044,995,704　流動負債 8,780,786
　　　　工作物減価償却累計額 △1,167,562,878　　1年内償還予定地方債 -
　　　　船舶 -　　未払金 -
　　　　船舶減価償却累計額 -　　未払費用 -
　　　　浮標等 -　　前受金 -
　　　　浮標等減価償却累計額 -　　前受収益 -
　　　　航空機 -　　賞与等引当金 8,780,786
　　　　航空機減価償却累計額 -　　預り金 -
　　　　その他 -　　その他 -
　　　　その他減価償却累計額 - 負債合計 13,287,380,176
　　　　建設仮勘定 -【純資産の部】
　　　インフラ資産 -　固定資産等形成分 16,615,005,556
　　　　土地 -　余剰分(不足分) △13,000,781,346
　　　　建物 -
　　　　建物減価償却累計額 -
　　　　工作物 -
　　　　工作物減価償却累計額 -
　　　　その他 -
　　　　その他減価償却累計額 -
　　　　建設仮勘定 -
　　　物品 132,383,300
　　　物品減価償却累計額 △82,176,002
　　無形固定資産 -
　　　ソフトウェア -
　　　その他 -
　　投資その他の資産 1,164,695,563
　　　投資及び出資金 -
　　　　有価証券 -
　　　　出資金 -
　　　　その他 -
　　　投資損失引当金 -
　　　長期延滞債権 -
　　　長期貸付金 -
　　　基金 -
　　　　減債基金 -
　　　　その他 -
　　　その他 1,164,695,563
　　　徴収不能引当金 -
　流動資産 9,544,928,901
　　現金預金 286,598,830
　　未収金 -
　　短期貸付金 -
　　基金 9,258,330,071
　　　財政調整基金 9,258,330,071
　　　減債基金 -
　　棚卸資産 -
　　その他 -
　　徴収不能引当金 - 純資産合計 3,614,224,210

資産合計 16,901,604,386 負債及び純資産合計 16,901,604,386



【様式第2号】
令和05年度

一般会計等行政コスト計算書
自 令和05年04月01日
至 令和06年03月31日

(単位:円)
科目 金額

　経常費用 5,646,219,110
　　業務費用 1,314,852,499
　　　人件費 133,274,817
　　　　職員給与費 120,623,064
　　　　賞与等引当金繰入額 429,389
　　　　退職手当引当金繰入額 11,022,376
　　　　その他 1,199,988
　　　物件費等 1,161,077,401
　　　　物件費 818,504,878
　　　　維持補修費 2,442,000
　　　　減価償却費 340,073,393
　　　　その他 57,130
　　　その他の業務費用 20,500,281
　　　　支払利息 20,359,602
　　　　徴収不能引当金繰入額 -
　　　　その他 140,679
　　移転費用 4,331,366,611
　　　補助金等 68,611,555
　　　社会保障給付 -
　　　他会計への繰出金 -
　　　退職手当支給準備金繰入額 1,807,029,199
　　　その他 2,455,725,857
　経常収益 511,653,411
　　使用料及び手数料 61,223,639
　　その他 450,429,772
純経常行政コスト 5,134,565,699
　臨時損失 -
　　災害復旧事業費 -
　　資産除売却損 -
　　投資損失引当金繰入額 -
　　損失補償等引当金繰入額 -
　　その他 -
　臨時利益 -
　　資産売却益 -
　　その他 -
純行政コスト 5,134,565,699



【様式第3号】
令和05年度

一般会計等純資産変動計算書
自 令和05年04月01日
至 令和06年03月31日

(単位:円)

科目 合計 固定資産
等形成分

余剰分
(不足分)

前年度末純資産残高 3,736,400,326 15,443,232,469 △11,706,832,143
　純行政コスト(△) △5,134,565,699 △5,134,565,699
　財源 5,012,389,583 5,012,389,583
　　税収等 5,004,751,119 5,004,751,119
　　国県等補助金 7,638,464 7,638,464
　本年度差額 △122,176,116 △122,176,116
　固定資産等の変動（内部変動） 1,490,233,266 △1,490,233,266
　　有形固定資産等の増加 23,391,500 △23,391,500
　　有形固定資産等の減少 △340,073,393 340,073,393
　　貸付金・基金等の増加 1,821,095,159 △1,821,095,159
　　貸付金・基金等の減少 △14,180,000 14,180,000
　資産評価差額 - -
　無償所管換等 - -
　その他 - △318,460,179 318,460,179
　本年度純資産変動額 △122,176,116 1,171,773,087 △1,293,949,203
本年度末純資産残高 3,614,224,210 16,615,005,556 △13,000,781,346



【様式第4号】
令和05年度

一般会計等資金収支計算書
自 令和05年04月01日
至 令和06年03月31日

(単位:円)
科目 金額

【業務活動収支】
　業務支出 3,487,664,753
　　業務費用支出 963,327,341
　　　人件費支出 121,823,052
　　　物件費等支出 821,144,687
　　　支払利息支出 20,359,602
　　　その他の支出 -
　　移転費用支出 2,524,337,412
　　　補助金等支出 68,611,555
　　　社会保障給付支出 -
　　　他会計への繰出支出 -
　　　その他の支出 2,455,725,857
　業務収入 5,524,042,994
　　税収等収入 5,004,751,119
　　国県等補助金収入 7,638,464
　　使用料及び手数料収入 61,223,639
　　その他の収入 450,429,772
　臨時支出 -
　　災害復旧事業費支出 -
　　その他の支出 -
　臨時収入 -
業務活動収支 2,036,378,241
【投資活動収支】
　投資活動支出 1,844,486,659
　　公共施設等整備費支出 23,391,500
　　基金積立金支出 1,821,095,159
　　投資及び出資金支出 -
　　貸付金支出 -
　　その他の支出 -
　投資活動収入 14,180,000
　　国県等補助金収入 -
　　基金取崩収入 14,180,000
　　貸付金元金回収収入 -
　　資産売却収入 -
　　その他の収入 -
投資活動収支 △1,830,306,659
【財務活動収支】
　財務活動支出 237,149,730
　　地方債償還支出 234,312,000
　　その他の支出 2,837,730
　財務活動収入 -
　　地方債発行収入 -
　　その他の収入 -
財務活動収支 △237,149,730
本年度資金収支額 △31,078,148
前年度末資金残高 316,676,978
本年度末資金残高 285,598,830

前年度末歳計外現金残高 1,000,000
本年度歳計外現金増減額 -
本年度末歳計外現金残高 1,000,000
本年度末現金預金残高 286,598,830



令和05年度 【様式第５号】

附属明細書（１.一般会計等貸借対照表の内容）

（1）資産項目の明細

　①有形固定資産の明細 （単位：円）

前年度末残高

（Ａ）

本年度増加額

（Ｂ）

本年度減少額

（Ｃ）

本年度末残高

（Ｄ）

（Ａ+Ｂ-Ｃ）

本年度末

減価償却累計額

（Ｅ）

本年度償却額

（Ｆ）

差引本年度残高

（Ｇ）

（Ｄ-Ｅ）

事業用資産 9,380,016,851 23,391,500 0 9,403,408,351 3,261,635,727 337,196,526 6,141,772,624

土地 1,364,947,765 0 0 1,364,947,765 1,364,947,765

立木竹

建物 3,970,073,382 23,391,500 0 3,993,464,882 2,094,072,849 104,514,565 1,899,392,033

工作物 4,044,995,704 0 0 4,044,995,704 1,167,562,878 232,681,961 2,877,432,826

船舶

浮標等

航空機

その他

建設仮勘定

インフラ資産 0 0 0 0 0 0 0

土地 0 0

建物 0 0

工作物 0 0

その他 0 0

建設仮勘定 0 0

物品 132,383,300 0 0 132,383,300 82,176,002 2,876,867 50,207,298

物品 88,383,300 0 0 88,383,300 82,176,002 2,876,867 6,207,298

美術品 44,000,000 0 0 44,000,000 0 0 44,000,000

9,512,400,151 23,391,500 0 9,535,791,651 3,343,811,729 340,073,393 6,191,979,922

　②基金の明細 （単位：円）

現金預金 有価証券 土地 その他
合計

(貸借対照表計上額)

（参考）

財産に関する調書

記載額

65,009,879 8,749,595,615 8,814,605,494 8,814,605,494

122,344,464 295,000,000 417,344,464 417,344,464

14,477,372 14,477,372 14,477,372

11,902,741 11,902,741 11,902,741

213,734,456 9,044,595,615 0 0 9,258,330,071 9,258,330,071合　計

区分

合　計

区分

自治会館管理基金

非常勤職員公務災害補償費基金

消防賞じゅつ金基金

退職手当基金



令和05年度 【様式第５号】

（2）負債項目の明細

　①地方債（借入先別）の明細 （単位：円）

地方債残高 政府資金 地方公共団体 金融機構 市中銀行 その他の金融機関 市場公募債 その他

【通常分】

一般公共事業 0

教育・福祉施設 2,885,980,000 2,885,980,000

その他 225,010,000 225,010,000

【特別分】 0

臨時財政対策債 0

その他 0

3,110,990,000 0 0 2,885,980,000 0 0 225,010,000

　②地方債（利率別）の明細 （単位：円）

0.5％以下
0.5％超

1.0％以下

1.0％超

1.5％以下

1.5％超

2.0％以下

2.0％超

2.5％以下

2.5％超

3.0％以下
3.0％超

225,010,000 2,885,980,000 － － － － －

　③引当金の明細 （単位：円）

その他

退職手当引当金 171,848,192 11,022,376

退職手当支給準備金 7,007,576,295 1,807,029,199

賞与引当金 8,351,397 429,389

7,187,775,884 1,818,480,964 0

附属明細書（２.一般会計等行政コスト計算書の内容）

 ○ 補助金等の明細 （単位：円）

金額

0

0

関係団体 9,743,528

会議費負担金 関係団体 472,700

該当市町村等 49,221,674

甲府峡東地域ごみ処理組合 9,173,653

68,611,555

68,611,555

182,870,568

8,814,605,494

8,780,786

9,006,256,848

種類

合　計

地方債残高

3,110,990,000

種類 前年度末残高 本年度増加額

本年度減少額

本年度末残高

目的使用

0

0

0

合計 0

派遣職員給料等負担金等

（一般会計）
人件費相当額の負担

会議出席に係る負担金

派遣職員給料等負担金

（電子特別会計）
人件費相当額等の負担

周辺整備補助金
環境アセス調査、周辺道路管理及

び地区環境委員会に係る補助負担

計

合　計

支出目的

計

―― ―

区分

他団体への公共施設等整

備補助金等

（所有外資産分）

その他の補助金等

名称 相手先



令和05年度 【様式第５号】

附属明細書（３.一般会計等純資産変動計算書の内容）

（1）財源の明細 （単位：円）

区分

市税

地方譲与税

利子割交付金

分担金・負担金 5,004,751,119

5,004,751,119

国庫支出金

都道府県等支出金

その他

計 0

国庫支出金

都道府県等支出金 7,638,464

その他

計 7,638,464

7,638,464

5,012,389,583

（2）財源情報の明細 （単位：円）

市町村等負担金 国県等補助金 地方債 税収等 その他

純行政コスト 5,134,565,699 5,004,751,119 7,638,464

有形固定資産等の増加 23,391,500 23,391,500

貸付金・基金等の増加 1,821,095,159 1,821,092,159

その他 - -

6,856,873,242 5,004,751,119 7,638,464 0 0 1,844,483,659

附属明細書（４.一般会計等資金収支計算書の内容）

 ○ 資金の明細 （単位：円）

現金 0

要求払預金 285,598,830

短期投資 0

その他 0

285,598,830

会計

税収等

区分 金額
内訳

金額財源の内容

資本的補助金

経常的補助金

国県等補助金

小計

合計

一般会計等

合計

小計

本年度末残高

合計

種類



注記（一般会計等財務書類） 

１ 重要な会計方針 

○ 本組合において、財務書類作成のために採用している会計処理の原則及び手続並

びに表示方法その他財務書類作成のための基本となる事項は、次のとおり。 

（1）有形固定資産等の評価基準及び評価方法 

   開始時における取得原価を原則とし、取得原価が不明なものは再調達原価 

（2）有形証券等の評価基準及び評価方法 

該当事項なし 

（3）有形固定資産等の減価償却の方法 

ア 有形固定資産（リース資産を除く。） ・・・定額法 

イ リース資産 

  ① 所有権移転ファイナンス･リース取引に係るリース資産 

    ・・・自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法 

  ② 所有権移転外ファイナンス･リース取引に係るリース資産 

・・・リース期間を耐用年数とし、残存価値をゼロとする定額法 

（4）引当金の計上基準及び算定方法 

ア 賞与等引当金 

翌年度 6 月支給予定の期末･勤勉手当及びこれらに係る法定福利費相当額

の見込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上 

イ 退職手当引当金 

年度末に全職員(本年度末退職者を除く｡)が普通退職した場合の退職手当

要支給額を計上 

（5）リース取引の処理方法 

ア ファイナンス･リース取引 

  通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理 

イ オペレーティング･リース取引 

  通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理 

（6）資金収支計算書における資金の範囲 

現金(手許現金及び要求払預金)及び現金同等物(3月以内の短期投資等) 

※出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含む。 

（7）その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 

 物品(車両含む｡)については、取得価額 50万円(美術品は 3,000千円)以上の場

合に資産として計上 

２ 重要な会計方針の変更等 

○ 該当なし 



 

３ 重要な後発事象 

○ 該当なし 

※ 会計年度終了後、財務書類を作成する日までに発生した事象で、翌年度以降

の本組合の財務状況等に影響を及ぼすもの 

 

４ 偶発債務 

○ 該当なし 

※ 会計年度末においては現実の債務ではないが、将来、一定の条件を満たすよ  

うな事態が生じた場合に債務となるもの 

５ 追加情報 

○ 財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項は、次のとおり。 

（1）一般会計等の対象範囲（対象とする会計） 

ア 一般会計（退職手当支給事務その他の事務） 

イ 電子化事業及び会館管理･研修事業特別会計  

ウ 一般廃棄物最終処分場事業特別会計 

エ 入札参加資格審査事業特別会計 

（2）出納整理期間 

地方自治法第 235条の 5の規定に基づく出納整理期間（令和 6年 4月 1日～

令和 6 年 5 月 31 日）が設けられており、当該期間における現金の受払等を終

了した後の計数をもって会計年度末の計数としていること。 

（3）「貸借対照表」に係る事項 ・・・ 該当なし 

（4）「行政コスト計算書」に係る事項 ・・・ 該当なし 

（5）「純資産変動計算書」に係る事項 

純資産における固定資産等形成分及び余剰分(不足分)の内容 

ア 固定資産等形成分 

固定資産の額に流動資産における短期貸付金及び基金等を加えた額を計上 

イ 余剰分(不足分) 

純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を計上 

（6）「資金収支計算書」に係る事項 

ア 基礎的財政収支 

1,992,627千円 （業務活動収支(支払利息支出を除く｡) ＋ 

           投資活動収支(基金積立金支出及び基金取崩収入を除く｡)） 

イ 既存の決算情報との関連性 

地方自治法第 233 条の規定に基づく決算その他関係書類のほか、ストッ

ク情報(資産･負債)及び現金支出を伴わないコストを発生主義で認識 



 

 収入（歳入） 支出（歳出） 

歳入歳出決算書 ※1 4,382,248千円 4,136,939千円 

財務書類の対象となる会計

の範囲の相違に伴う差額 

 1,155,975千円 1,432,362千円 

繰越金に伴う差額 ※2 △ 45,299千円 － 千円 

資金収支計算書 ※1 5,538,223千円 5,569,301千円 

 
 ※1 地方自治法第 233条第 1項に基づく歳入歳出決算書は｢一般会計｣を 

対象とするのに対し、資金収支計算書は｢一般会計等｣を対象範囲と 
するため、歳入歳出決算書と資金収支計算書とでは該当する特別会 
計分だけ相違する。 

※2 繰越金について、歳入歳出決算書では収入として計上するが、公会 
計では経常しないため、各会計の繰越金額分で相違する。 

 

ウ 資金収支計算書の業務活動収支と純資産変動計算書の本年度差額との差

額の内訳 

資金収支計算書の業務活動収支 2,036,378千円 

投資活動収入の国県等補助金収入 0千円 

減価償却費 △340,073千円 

徴収不能引当金の増減額 0千円 

退職手当引当金繰入額（増減額） △11,023千円 

賞与等引当金繰入額（増減額） △429千円 

退職手当支給準備金繰入額（増減額） △1,807,029千円 

資産徐売却損 0千円 

貸付金（増減額） 0千円 

未収金 0千円 

純資産変動計算書の本年度差額 △122,176千円 

エ 一時借入金について 

資金収支計算書には一時借入金の増減額は含まれないこと。 

（一時借入金限度額 100,000千円） 

オ 重要な非資金取引について・・・該当なし 

 

 

 




